
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

日本の課題の解決策は 

        政治にしか提示できない 

 昨年末の総選挙では、私は、９万６７３人

の方々のお力をいただくことができました。

民主党にとって厳しい選挙の中であっても、

９万人を超える方々から私への信任を賜りま

したことに身の引き締まる思いです。 

 前回２００９年の総選挙で政権交代が起こ

って、私も政府・与党の立場となりました。

政府では内閣府および総務省の副大臣、党で

は政策調査会筆頭副会長、国会では内閣委員

会と復興特別委員会の筆頭理事をそれぞれ全

力で務めてきました。その結果、副大臣とし

て担当した法案はすべて国会に提出し、委員

会を預かる筆頭理事として委員会に付託され

た法案もほとんどすべてを法律として成立さ

せることができたのです。 

 もちろん簡単に通った法案ばかりではあり

ません。中でも特に重要な案件だったのが沖

縄振興法、国家公務員給与削減の特例法、震

災復興関連法の３法案です。３法案とも私が

責任者の立場で野党との修正協議を行ったの

ですが、いずれも与野党間の粘り強い話し合

いを経た後に法律として成立しました。 

 それからしばらく経って、たまたま目にし

た新聞の小さな記事にこんな野党幹部の発言

が掲載されていました。 

「沖縄振興法、給与特例法、震災復興関連

法で与党と修正協議を行ったのだが、３法案

ともとても良い修正協議だった。」 

  

●情報発信よりも結果を残すのが与党の仕事 

 今回の総選挙の結果、民主党政権は３年３

ヵ月で終わったことになります。私はこの間、

地元にほとんど戻ることもありませんでした。

と同時に、マスコミに出て発言するようなこ

とは一切控え、ホームページやブログを使っ

て情報発信をすることを控えました。なぜか

と言えば、政府・与党の一員として仕事をす

ることが私の最大の責務だったからです。情

報発信は首相と大臣が行えば良いのであって、

私のように副大臣あるいは与党や国会の責任

者という立場にあってはやはり政府を支える

仕事に専心しなければなりません。「政治家は

 
PRESS MINSU 民主党プレス民主編集部 〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-1 
電話 03-3595-9988（代表）http://www.dpj.or.jp 
プレス民主号外・埼玉県第６区版 民主党埼玉県第６区総支部 2012 年 12 号 rev.15 
〒363-0021 桶川市泉 2-11-32 電話 048-789-2130  FAX 048-789-2117 

大島あつし 

 

 

衆議院議員 

 

 

 

家 族 を 守 る 

力 に な り た い 

 

 

通常号定価 1部 100円（消費税込み）年間購読料 3,000円（送料含む） 

The Democratic Party of Japan 

 

 

 
１９５６年埼玉県生まれ。きたもと幼稚園、中丸小学校、北本中学校、京華高等学校、早稲田大学法学部卒業。鉄鋼会社にて 14 年
間勤務。その後、生命保険会社にて営業職を 5 年間勤める。2000 年 6 月に民主党公募候補として衆議院初当選。 
元内閣府副大臣。前総務副大臣。２０１２年１２月５期目当選。 
 

 
国際金融市場は、コンピューターに
よって世界のＧＤＰの１０倍もの巨
額のリスクマネーが常時かつ瞬時に
取引されており、非常に不安定にな
っています。それにどのように対応
していくかも国際政治の大きな課題
です。（地元でビジネスセミナーを開催） 

 



目立つことではなく結果を残すことが仕事」

という信念の下に３年３ヵ月の間、黒子に徹

し全力を尽くしてきました。前述した３法案

でも私は責任者として一切表に出ることなく

修正協議を成功させて法律化を実現したので

す。マスコミにまったく取り上げられなかっ

た私に対して９万人以上の方々が信任して下

さったことは大きな名誉であるとともに身が

引き締まる思いです。 

  

●変わらない我が国の課題 

 私は政権にあったとき、２つの役所の副大

臣を経験し、党政策調査会筆頭副会長など党

の要職も担当してきました。それらを通じ役

所の人たちとも本音で話し合える人間関係の

ベースができましたし、同時に日本に対する

見方も質的に少しは変わってきたと思ってい

ます。けれども、我が国が抱えている課題は

以前と変わっているわけではありません。そ

れどころか、さらに深刻になってきていると

も言えるでしょう。我が国は、今、人口が増

加から減少に転じることに伴う社会的変革期

に直面しています。 

  第２次世界大戦が終わった１９４５年には

我が国の人口は約７,２００万人でしたが、そ

の後、経済成長を遂げていくとともに人口も

増えて２０１０年には約１億２,８００万人と

なりました。ところが、我が国の人口は３５

年後の２０４８年には１億人を割り込み、さ

らに２０６０年には８,６７４万人にまで減少

すると予測されています。 

 戦後に５,０００万人近くも人口が増えて経

済成長を果たしたことは大きな成功体験とな

っています。しかし企業はすでに２０年前に

はその成功体験から脱しました。一方、人口

が増加から減少に転じることに伴うパラダイ

ムシフト（常識や価値観が革命的に変化する

こと）を直視している日本の政治家は多くは

おりません。人口の増加とともに税収が増え

ていく時代には政治も国民に対してバラ色の

未来を提示することができましたが、人口が

減少に転じると税収も減っていくのですから、

国民に我慢してもらわなくてはならない局面

も出てきます。政治家は見たくない現実につ

いて直視し、国民を説得することが求められ

ているのです。 

  

●官僚機構では出せない解決策を提示する 

 私は政治の目的とは、「誰もが生きていて良

かったと思えるような状況をつくること」と

思います。人口減少と少子高齢化が進むとし

ても、首都圏、中京圏、近畿圏という三大都

市圏での国際競争力を高めることで引き続き

安定した暮らしを維持できると考えます。そ

の可能性を実現に移すことが政治の役目にほ

かなりません。 

 政権を運営するにあたっては、重い責務を

担うと同時にどうしても発想は既成の枠内に

引っ張られがちになります。官僚機構では出

せない解決策を提示するために、政権を離れ

た今こそ、自由な発想に基づいてもう一度世

の中の仕組みを考え直し、解決策について提

示していきたいと決意を新たにしています。

今後も本レポートで日本における課題の解決

策について提示していきます。 

 


